




































































































































　この任務懈怠なる概念については、旧商法266条 1 項 5 号を前提に、会社法制定時に、任務懈怠と
いう用語を用いることになったものである。旧商法266条 1 項は、各号において、取締役の会社に対































































































































































































（ 1）	 最判平成20年 1 月28日民集62巻 1 号130頁。
（ 2）	 最判平成12年 7 月 7 日最高裁判所民事判例集54巻 6 号1775頁。
（ 3）	 東京地判平成 5年 9月26日最高裁判所民事判例集54巻 6 号1798頁。
（ 4）	 同上1805頁。
（ 5）	 東京高判平成 7年 9月26日最高裁判所民事判例集54巻 6 号1820頁。
（8）
48
C. Ikeno CHUKYO LAWYER
（ 6）	 東京高判平成20年10月29日金融・商事判例1304号28頁。
（ 7）	 最判平成22年 7 月15日金融・商事判例1347号12頁。
（ 8）	 	なお評釈として、弥永真生・「不採算部門の事業継続と善管注意義務違反」ジュリスト1509号 2
頁がある。
